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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（１）対象地域 

構成市町村名：四日市市 

面 積：２０６．４４ｋ㎡ 

人 口：３１１，５２７人※ 

（※ 令和２年４月１日現在） 

 

（２）計画期間 

本計画は、令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５年間を計画期間と

する。なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計

画を見直すものとする。 

 

（３）基本的な方向 

四日市市（以下「本市」という。）は、三重県の北東部に位置し、県下最大の都市

として２１世紀の地域づくりのため、「みんなが誇りを持てるまち四日市」の都市像

を目指している。本市は、西に鈴鹿山脈、東に伊勢湾を臨む風光豊かな自然に恵まれ

ており、古くは「四日の市」に代表される商業の町として、また東海道５３次の宿場

町として繁栄し陸海交通の要衝でもあった。明治時代に入り、先人たちの偉業により

港の改修が行われ、明治３２年には伊勢湾で最初の開港場として指定され、国内貿易

はもとより外国貿易への門戸が開かれた。 

それまでの産業は、植物油、萬古焼、生糸等が中心であったが、大正時代に入ると

紡績を中心とした繊維工業が発達したことから、四日市港は我国でも羊毛、綿花の代

表的な輸入港となった。昭和２７年には「特定重要港湾」の指定を受け、昭和３４年

頃から臨海部にわが国有数の石油コンビナートが形成されたのを契機に、産業基盤整

備、工場誘致など工業開発を軸とする地域経済の進展に努めたことにより「工業都市

四日市」として飛躍的な発展を遂げた。この間、石油コンビナートの形成の初期には

水質汚濁や大気汚染による深刻な公害問題が生じたが、行政をはじめ住民、工場が一

体となって公害防止に取り組んだことや公害防止技術の発達等により、公害を改善し

てきた。今後の環境対策として、産業型公害の他、自動車の排ガスや生活排水等の都



市型公害の防止対策が必要であり、環境基本条例や環境管理計画に基づきながら、開

発と良好な環境保全の両立を図り、やすらぎと潤いのある快適な環境の創造に努めて

いかなければならない。 

   本市では国際環境協力の一環として、三重県と協力して（財）国際環境技術移転研

究センターを設立し、かつて産業型公害を克服したという貴重な経験を生かし、公害

防止技術を海外の開発途上国に技術移転する等の事業を実施している。 

   本市の総面積は２０６．４４ｋ㎡であり、構成する人口は令和２年４月１日現在で

３１１，５２７人となっている。本市の人口は、臨海部への石油化学関連企業の進出

により年々増加し、住居地域も中心部の旧市域から西部の内陸部へと延びることとな

った。 

本市の廃棄物処理については、ごみ処理基本計画の中で３Ｒの推進、ごみの減量を

進めるため、「リデュース：発生抑制」を重点に、資源循環に向けた処理システムの

構築、市民・事業者・行政の役割分担と協働による取り組みの推進を基本方針に掲

げ、様々な施策の推進を図る。 

また、本市の生活雑排水は、生活排水処理施設整備計画（アクションプログラム）に

基づき整備を進めることとしており、市街地においては公共下水道により、その他の地

域では農業集落排水、合併処理浄化槽、コミニティ・プラントにより処理されている。

しかし、まだ多くの地域において生活雑排水が未処理のまま水路等へ直接排出されてい

るため、中小河川の水質汚濁の原因となっている。これらの排水は、本市を流れる朝明

川、海蔵川、三滝川、内部川等に流れ込み、その流域で地下水を水道水に利用し、また、

堰を通して農業用水に活用している点から、水質の汚染や農作物への影響が懸念される。

そして、最後には伊勢湾に注ぎ赤潮の原因ともなっている。 

   伊勢湾は魚介類の宝庫として、また、レクリエーションの場として市民生活に密着

しており、その伊勢湾沿岸に位置する本市としては流れ込む河川の水質保全はもとよ

り、海域の水質の悪化を防ぎ、かつ保全する重大な責任を担っている。このようなこ

とから、本市は生活排水対策推進の緊急性が高いとして、平成８年２月８日水質汚濁

防止法第１４条の６に基づき、三重県から生活排水対策重点地域の指定を受けている。 

   また、生活排水処理施設整備計画（アクションプログラム）は、平成１７年度に策

定され、平成２４年及び平成２７年に見直しがなされて現在に至っており、今般、国

から『持続可能な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル』が示

されたことから、令和２年度からの新たな見直し計画を策定したところである。この

ため、本生活排水処理基本計画の策定に当たっては、前述の、新たに見直すアクショ

ンプログラムと整合を図ることとする。 

   本生活排水処理基本計画は、このような状況を受けて、本市における生活排水処理

の現況を把握し、将来における生活排水処理の方針とともに、そこから発生する一般

廃棄物の処理についての計画を定めることを目的として策定するものである。 



(４)ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

クリーンセンターの建設にあたり、近隣の朝日町及び川越町と広域ごみ処理施設として

整備する協定を締結した。結果、平成２８年４月の稼働開始以降、両町の可燃ごみを受け

入れている。今後は、解体を予定している北部清掃工場跡地にストックヤードを建設し、

さらなる資源化を進めていく。 

 

２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

（１）一般廃棄物等の処理の現状 

   令和元年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図１のとおりである。 

 

 

（２）生活排水の処理の現状 

令和元年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は図２のとおりであ

る。 

   

集団回収量 総資源化量

1,811t 24,815t

処理後再生利用量

直接資源化量
15,773t
100.0%

7,231t
6.8%

処理残さ量
15,773t
16.3%

排出量 計画処理 中間処理量 処理後最終処分量

106,062t
106,062t
100%

96,866t
91.3%

減量化量 0t
81,093t
83.7%

自家処理 直接最終処分量 最終処分量

0t
1,965t
1.9%

1,965t
1.8%

図１ 一般廃棄物の処理状況フロー



 
※汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口 

   ※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

 

（３）一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表

１のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

指   標 現状（割合） 

（令和元年度） 

目標（割合） 

（令和８年度） 

排 出 量 

事業系 総排出量 

１事業所当たりの排出量 

生活系 総排出量 

１人当たりの排出量 

合 計 事業系家庭系排出量計 

34,183トン 

2.6トン/事業所 

71,879トン 

230.8㎏/人 

106,062トン 

31,596トン(-7.6%) 

2.4トン/事業所 

68,236トン(-5.1%) 

222.3㎏/人(-3.7%) 

99,832トン(-5.9%) 

再生利用量 
直接資源化量 

総資源化量 

7,231トン 

24,815トン 

(6.8%) 

(23.4%) 

10,575トン(46.2%) 

24,469トン(-1.4%) 

エネルギー 

回 収 量 

エネルギー回収量 

（年間の発電電力量） 
59,718MWh  58,500MWh 

最終処分量 埋立最終処分量 1,965トン ( 1.9%) 2,305トン(17.3%) 

※１ 排出量は現状に対する割合、総資源化量は集団回収量と排出量に対する割合、その他は計画処理量に対する割合

※２ （１事業所当たりの排出量）＝{（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）}／（事業所数） 

※３ （１人当たりの排出量）＝{（家庭系ごみの総排出量）－（家庭系ごみの資源ごみ量）}／（人口） 

※４ （１人当たりの排出量）＝{（その他ごみの総排出量）－（その他ごみの資源ごみ量）}／（人口） 

（指標の定義） 

  搬 出 量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）[単位：トン] 

  計画処理量：排出量に集団回収のペットボトルを加算した量[単位：トン] 

  再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和[単位：トン] 

  熱回収量 ：熱回収施設において発電された年間の発電電力量[単位：MWh] 

  減量化量 ：中間処理量と処理後の残さ量の差[単位：トン] 

最終処分量：埋立処分された量[単位] 



 
 

（４）生活排水の処理の目標 

生活排水処理については、表２に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等

を進めていくものとする。 

 

表２ 生活排水処理の現状と目標 

 2019年（令和元

年）度 

実 績 

2025年（令和８年）度 

目 標 

処理形態別

人口 

公共下水道人口 228,717 人 254,754 人 

農業集落排水施設等人口 8,984 人  5,412 人 

合併処理浄化槽人口 40,289 人  40,291 人 

未処理人口 33,537 人 6,467 人 

合計 311,527 人  306,924 人 

し尿・汚泥

量 

汲み取りし尿量 11,390kl／年  2,197kl／年 

浄化槽汚泥量 51,424kl／年  34,899kl／年 

合計 62,814kl／年 37,096kl／年 

 

集団回収量 総資源化量

3,249t 24,469t

処理後再生利用量

直接資源化量
10,645t
100.0%

10,575t
10.6%

処理残さ量
10,645t
12.2%

排出量 計画処理 中間処理量 処理後最終処分量

99,832t
99,832t
100%

86,952t
87.1%

減量化量 0t
76,307t
87.8%

自家処理 直接最終処分量 最終処分量

0t
2,305t
2.3%

2,305t
2.3%

図３ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー



 
 

３ 施策の内容 

（１）発生抑制、再使用の推進 

①一般廃棄物対策 

ア 有料化 

過去の「ごみ減量等推進審議会答申」や「市民アンケート」において、有料化に 

消極的な提言や意見が示された。これらの意見を踏まえつつも、引き続き市民への 

情報提供や意識醸成に努め、検討を継続することとする。 

 

イ  環境教育、普及啓発 

小学校４年生の社会科におけるごみ処理学習の一環として、本市クリーンセンタ 

ーにおいて社会見学の受け入れを行っている。市内のすべてだけでなく、周辺の三 

重郡、さらには県中勢に位置する伊賀方面の小学校からもお越しいただき、ごみ問 

題や環境問題について学び、理解を深めていただいている。 

また、要請のあった小学校へは塵芥車で出向くなど、環境学習に積極的に協力し 

ており今後も継続していく。 

一方、市民にもごみ問題、環境問題に対する理解を深めてもらうことを目的とし 

て、広報による情報提供や地区単位での説明会を行っている。今後もこれらの取り 

組みを続けるとともに、世代別、地域別など対象に応じた広報、説明会等を行う。 

日常の買い物においては、まず可能な限りごみが少ないものを選び、次に再使 

用・長期使用できるもの、それが困難な場合においてもリサイクルや修理のしやす 

いものを選ぶなど、３Ｒ（ごみの排出抑制（リデュース）、再使用（リユース）、 

資源化（リサイクル））の考え方に即したライフスタイルを呼びかける。さらに、 



生ごみ減量に関する啓発等により、家庭からの生ごみの排出抑制をより一層促進さ 

せていく。 

また、マイバック運動の推進によるレジ袋の削減・包装の簡素化・リサイクル商 

品の販売・資源物の回収等に積極的に取り組むスーパーマーケット等と「ごみ減量 

リサイクル推進店」に関する協定を締結し、協働によるごみの減量、リサイクルの 

取組みを推進し、資源循環型社会の構築を図るための制度を平成２２年から開始し 

た。 

事業系ごみについては、事業所向けごみ減量啓発パンフレットを発行し、ごみ減 

量化や資源化の促進を図るとともに、事業系ごみの一般廃棄物収集運搬許可業者に 

対して、定期的に処理施設において搬入物調査を行い、不適切な業者に対して改善 

報告書の提出等指導を行っている。今後もこれらの取り組みを続けるとともに、適 

正な処理の促進、指導を行っていく。 

  

ウ マイバッグ運動・レジ袋対策 

スーパーマーケットや消費者団体等が取り組んでいるマイバッグ（買い物袋等） 

持参運動、レジ袋や過剰包装を抑制する運動など、各主体が地域の実情に応じて取 

り組む様々な活動を支援する。また、こうした取り組みをきっかけに、生活全般に 

わたって無駄なものを見直すよう市民に対する啓発を行う。 

   

②生活排水対策 

ア 家庭等から排出される汚濁負荷量の削減のため、次の啓発活動の強化を図る。 

・広報活動の実施 

・廃油ポット、三角コーナーネット、拭取紙等の排出抑制用品の普及 

・無リン洗剤、せっけんの使用 

 

（２）処理体制 

①一般廃棄物対策 

ア 家庭ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表３のとおりである。 

現状、不適物等を除きクリーンセンターで処理することにより、スラグ、メタ 

ル、鉄、アルミを回収している。また、飛灰についても、福岡県大牟田市、香川県 

直島町、愛知県名古屋市の民間製錬施設へ委託し資源化を行っている一方、不適物 

については、南部埋立処分場にて埋立処分を行っている。 

今後も、焼却により発生する熱を利用した発電、残渣の資源化を積極的に行う。 

なお、資源物の円滑な受け渡しを可能にするため、ストックヤードを設置し、資 

   源循環を推進させる。 



イ  事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

今後も、家庭ごみの分別区分に準じ、処理を行う。 

現在、本市には、事業系ごみの一般廃棄物収集運搬許可業者に対して、定期的に 

処理施設において搬入物調査を行い、不適切な業者に対して改善報告書の提出等指 

導を行っている。今後も、これらの取組みを続けるとともに、排出事業者に対して 

も、収集運搬許可業者への委託に際し、適切な引渡しやごみ減量に努めるよう指導 

していく。また、一定規模以上の多量ごみ排出事業所に対しごみ減量計画書の提出 

を要請し、減量目標を達成するように指導する。さらに、中小規模のごみ排出事業 

者に対しては同計画書の自主的な作成・提出を要請していく。 

 
 

②生活排水対策 

ア 生活排水処理体制の現状と今後 

公共下水道計画地域では早期の接続、その他の地域では合併浄化槽への転換を促 

進するため、具体的には人員体制の充実によって、合併処理浄化槽転換への啓発活 

動の強化を図る。 

 

イ 今後の処理体制の要点 

合併処理浄化槽の設置について、人員や柔軟な勤務時間等雇用形態の変更を行う

ことで、合併処理浄化槽転換への啓発活動の強化を図る。 

 



（３）処理施設の整備 

①一般廃棄物対策 

ア 廃棄物処理施設の整備 

上記(２)の表３に記載の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表４のとおり 

必要な施設整備を行う。 

表４ 整備する処理施設 

事業 

番号 
整備施設種類 事業名 保管能力 設置予定地 

事業期間 
(全体事業期間) 

1 

ストックヤード 

北部ストック 

ヤード 

四日市市マテリ

アルリサイクル

推進施設整備事

業 

未定  
四日市市 

垂坂町 1587 

R5～R7 

(R5～R8) 

   

（整備理由） 

事業番号1 資源物の効率的処理に伴う施設能力不足 

 

ア 合併処理浄化槽の整備 

上記（２）②ア、イに示す処理を行うため、表５のとおり合併処理浄化槽の整

備を行う。 

表５ 合併処理浄化槽の整備計画 

事業名 
直近の整備済

基数（Ｒ１） 
整備計画基数 整備計画人口 事業期間 

浄化槽設置整

備事業 
１５５ 基 2,248 基 4,990 人 R３～７年度 

 

（４）施設整備に関する計画支援事業 

（３）の施設整備に先立ち、表６のとおり計画支援事業を行う。 

 

  

事業番号 事業名 事業内容 事業期間

1
四日市市マテリアルリサイクル推進施設整備

(事業番号１)に係る基本設計等調査事業
実施設計

Ｒ４〜
Ｒ７

表６ 実施する計画支援事業



（５）その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

①一般廃棄物対策 

ア 廃家電・使用済み小型家電のリサイクルに関する普及啓発 

廃家電・使用済み小型家電のリサイクルについては、家電リサイクル法及び小型 

家電リサイクル法に基づく、適切な回収、再商品化がなされるよう、関連団体や小 

売店などと協力して、普及啓発を行う。 

 

イ  不法投棄対策 

本市は、平成２０年度から「廃棄物対策室」を設置し、関係機関と連携して不法 

投棄対策に取り組んでいる。今後は、市民や事業者に、広報などさまざまな機会を 

通じて、ごみの適正な処理の仕方を周知するとともに不法投棄をいち早く把握する 

よう努める。さらには、不法投棄多発箇所を中心に監視カメラを設置するととも 

に、不法投棄パトロール班による巡回パトロールを行い早期発見・撤去に努める。 

また、住民が自主的に環境パトロールを実施している地区もあることから、こう 

した先進的な取り組みを他の地区にも紹介し、市民主体の監視が進むよう促してい 

く。 

 

②生活排水対策 

ア 生活雑排水の適正処理推進 

浄化槽を正常に機能させるため、浄化槽の保守・点検や清掃等の徹底を推進して 

いく。具体的には人員や柔軟な勤務時間等雇用形態の変更を行うことで、浄化槽の 

維持管理に対する啓発活動の強化を図る。 

 

 

４ 計画のフォローアップと事後評価 

（１）計画のフォローアップ 

結果を広報等により公表するとともに、必要に応じて国及び三重県と意見交換を

しつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速

やかに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。また、評価の結果を公表する

とともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。なお、計画の進捗状

況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものとする。 

 



様式１

１　地域の概要

（１）地域名 （２）地域内人口 311,527 （３）地域面積

（４）構成市町村等名 （５）地域の要件*

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

目　標

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和8年度

39,192 38,343 34,884 33,506 34,183 31,596

3.0 2.9 2.7 2.5 2.6 2.4

67,988 69,214 69,713 71,218 71,879 68,236

217.8 221.8 223.7 228.4 230.8 222.3

107,180 107,557 104,597 104,724 106,062 99,832

11,332 6,645 6,880 7,187 7,231 10,575

25,262 23,294 24,145 23,899 24,815 24,469

― 57,938 59,435 57,260 59,718 58,500

最終処分量 13,023 1,308 1,527 2,677 1,965 2,305

※　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

エネルギー回収量
（年間の発電電力量　MWH）

（年間の熱利用量　GJ）

再生利用量
直接資源化量（トン）

総資源化量（トン）

埋立最終処分量（トン）

*交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

指標・単位
年

過去の状況・現状（排出量等に対する割合）

排出量

事業系　総排出量（トン）

　　　　　　1事業所当たりの排出量（トン/事業所）

生活系　総排出量（トン）

　　　　　　1人当たりの排出量（ｋｇ/人）

エネルギー回収量

合計     事業系生活系の総排出量合計（トン）

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画　総括表１

三重県四日市市 206.44㎡

四日市市 人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪、山村　半島　過疎　その他

（６）構成市町村に一部事務組合等が含まれ
る場合、当該組合の状況

組合を構成する市町村：
設立（予定）年月日：
設立されていない場合、今後の見通し：



３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工年月 廃止又は休止（予定）年月 解体（予定）年月 備考

ごみ焼却施設 四日市市クリーンセンター 四日市市
シャフト式

ガス化溶融炉
336t/日 平成２８年４月

ごみ焼却施設 四日市市北部清掃工場 四日市市 全連続燃焼方式 450t/日 昭和４８年４月 令和６年３月廃止予定 令和８年３月解体予定

最終処分場
四日市市南部埋

立処分場
四日市市 サンドイッチ方式 251万㎥ 昭和５４年８月

リサイクルセンター 四日市市楠衛生センター 四日市市 平成１９年４月

し尿処理施設 小牧地区コミニティ・プラント 四日市市 接触ばっ気方式 405㎥/日 平成９年６月

し尿処理施設 神前地区コミニティ・プラント 四日市市 長時間ばっ気方式 1430㎥/日 平成１３年６月

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月 更新（改良）・新設理由
廃焼却施設解体の有無

（解体施設の名称）

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

想定される浸水深と対
策

備考

ストックヤード
四日市市北部
ストックヤード

四日市市 令和９年３月 資源化を推進するため
有

北部清掃工場
令和６年３月
令和８年３月

浸水想定なし

想定される浸水深と対策

浸水想定なし

浸水想定なし

浸水想定なし

浸水想定なし

浸水想定なし

浸水想定なし



目 標

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和８年度

総人口 312,115 311,672 311,763 311,431 311,527 306,924

公共下水道
216,411
69.3%

218,568
70.1%

223,238
71.6%

225,690
72.5%

228,717
73.4%

254,754
83.0%

集落排水施設等
5,864
1.9%

6,049
1.9%

6,099
2.0%

6,032
1.9%

5,962
1.9%

4,724
1.7%

コミュニティプラント
3,096
1.0%

3,054
1.0%

3,026
1.0%

2,956
0.9%

3,022
1.0%

688
0.2%

合併処理浄化槽等
47,575
15.3%

45,834
14.7%

43,164
13.8%

41,759
13.4%

40,289
12.9%

40,291
13.0%

未処理人口 39,169 38,167 36,236 34,994 33,537
6,467
2.1%

基数 処理人口 開始年度 基数 処理人口 目標年次

四日市市 13,354 40,289 S63 2,248 4,990 R8年度

指標・単位

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

事 業 主 体 備 考

４　生活排水処理の現状と目標

５　浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

※ 参考として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付のこと。

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

過 去 の 状 況 ・ 現 状

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

施 設 種 別

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付のこと。

浄化槽設置整備事業

現 有 施 設 の 内 容 整 備 予 定 基 数 の 内 容

汚水衛生未処理人口



様 式 ２

事　業　名　称 単位 開始 終了
令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

2,050,000 0 15,000 35,000 1,000,000 1,000,000 2,050,000 0 15,000 35,000 1,000,000 1,000,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資源ごみ選別施設整備 0 0

破砕・選別施設整備 0 0

不要品再生施設整備 0 0

展示施設整備 0 0

1 四日市市 500 ㎡ R4 R7 2,050,000 15,000 35,000 1,000,000 1,000,000 2,050,000 15,000 35,000 1,000,000 1,000,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

分別回収拠点整備 0 0

小規模ストックヤード整備 0 0

簡易プレス機整備 0 0

ごみ収集車整備 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

897,258 52,950 52,080 51,180 370,524 370,524 897,258 52,950 52,080 51,180 370,524 370,524

5 四日市市 2,248 基 R3 R7 897,258 52,950 52,080 51,180 370,524 370,524 897,258 52,950 52,080 51,180 370,524 370,524

0 0

1 四日市市 500 ㎡ R5 R7 60,000 6,000 26,000 28,000 60,000 6,000 26,000 28,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,007,258 52,950 67,080 92,180 1,396,524 1,398,524 3,007,258 52,950 67,080 92,180 1,396,524 1,398,524

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２

事　業　種　別 事業
番号
※１

事業主体
名　　　称

※２

規　模
事業期間

※５
総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

備　　考

○マテリアルリサイクル推進等に関する事業

リサイクルセンター整備事業

ストックヤード整備事業

容器包装リサイクル推進施設整備事業

灰溶融施設整備事業

その他の施設整備事業等（施設名記載）

○エネルギー回収等に関する事業

ごみ焼却施設整備事業

メタンガス化施設整備事業

ごみ燃料化施設整備事業

その他の施設整備事業等（施設名記載）
○有機性廃棄物リサイクル推進に関する事
業

ごみ飼料化施設整備事業

ごみたい肥化施設整備事業

○廃棄物運搬中継に関する事業

サテライトセンター整備事業

○最終処分に関する事業

最終処分場整備事業

最終処分場再生事業

○し尿処理に関する事業

汚泥再生処理センター整備事業

コミュニティ・プラント整備事業

○浄化槽に関する事業

浄化槽設置整備事業

公共浄化槽等整備推進事業

○施設整備に関する計画支 援事業

○災害廃棄物処理計画策定支援事業

合     　　計

浄化槽整備効率化事業



【参考資料様式１】 

施設概要（マテリアルリサイクル施設系） 
 

都道府県名 三重県    
 

(1) 事業主体名    四日市市 

(2) 施設名称 北部ストックヤード 

(3) 工期  令和 ５ 年度 ～ 令和 ８ 年度 

(4) 施設規模  500㎡ 

(5) 処理方式  

(6) 地域計画内の役割 
  ※1 

現状不足している資源物のストックヤードを整備することにより、資源化率

の向上を図る。 

(7) 廃焼却施設解体工事
  の有無 

  有   無 

 
 「ストックヤード」を整備する場合 

(8) ストック対象物 
小型家電、刈草及び剪定枝、溶融不適物 

 
 「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合 

(9) 容器包装リサイク 
  ル推進施設の内訳  

 

 
                                                                                                 
 「灰溶融施設」を整備する場合                                                                   

(10) スラグの利用計画  

                                                                                                 
 

(11)総事業計画額 ※2 
2,050,000千円(全体：2,160,000千円) 

うち、交付対象事業費2,050,000千円(全体：2,160,000千円) 

 

※1 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。 

※2 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の金額を記載し、全体の金額を括弧書

きすること。 



 【参考資料様式６】 

施設概要（浄化槽系） 
 

都道府県名  三重県    
 

(1) 事業主体名 四日市市 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、合併処理浄化

槽の設置促進を図る。50人槽以下の自己が居住する住宅に対し、窒素

または燐除去型の高度処理浄化槽設置者への補助事業を実施する。 

(4）事業期間 令和３年度 ～ 令和７年度 

(5) 事業対象地域の要件 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪 山村 半島 過疎 その他 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費  897,258千円 
うち  （以下の事業を実施する場合） 

・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費        
                              ０千円 
・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費        ０千円 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
(4,990人分） 

基準額合計(千円) 総事業費 
交付対象 

事業費(千円) 

5人槽 1,255基 （2,786人分） 481,920 403,272 403,272 

6～ 7人槽    983基 （2,182人分） 454,146 414,186 414,186 

8～10人槽 10基    (22人分） 5,850 2,700 2,700 

11～20人槽 基（       人分）    

21～30人槽 基（       人分）    

31～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

宅内配管費          514  基 46,260 46,260 46,260 

 
撤去費 

 
      514  基 154,200 30,840 30,840 

計画策定 
調査費 

    

うち台帳 
作成費用 

       

合 計   2,248基（4,990人分） 1,142,376 897,258 897,258 

 

 
 



【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 三重県     

 

 

(1) 事業主体名 

四日市市 

 

(2) 事業目的 

 

    資源物ストックヤード     施設整備のため 

 

(3) 事業名称 

 

北部マテリアルリサイクル

推進施設整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 事業期間 

 

 

令和３年度 ～ 

      令和７年度 

 

令和  年度 ～ 

     令和  年度 

 

令和  年度 ～ 

     令和  年度 

 

 

 

(5) 事業概要 

 

 

 

 

資源物ストックヤード 

（施設規模500㎡） 

の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 総事業計画

額 ※1 

60,000千円 

(全体：60,000千円) 

うち、交付対象事業費  

 60,000千円 

(全体：60,000千円) 

千円(全体： 千円) 

うち、交付対象事業費  

 千円(全体： 千円) 

千円(全体： 千円) 

うち、交付対象事業費  

 千円(全体： 千円) 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の金額を記載し、全体の金額を括弧書

きすること。 

 



「生活排水処理の現状と目標」の「指標と人口等の要因に関するトレンドグラフ」
人口予測

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

汚水衛生処理人口 263,887 266,460 267,231 270,122 271,166 272,946 273,505 275,527 276,437 277,990 281,296 284,698 288,100 291,502 293,533 299,811 300,457

公共下水道 203,486 205,156 208,219 210,809 213,261 216,411 218,568 223,238 225,690 228,717 228,767 230,555 234,246 240,173 241,338 255,163 254,754

集落排水事業 5,522 5,633 5,530 5,521 5,464 5,864 6,049 6,099 6,032 5,962 6,164 5,600 5,431 5,262 5,093 4,922 4,724

コミニティプラント 3,200 3,136 3,097 3,162 3,107 3,096 3,054 3,026 2,956 3,022 2,940 2,912 714 707 700 696 688

合併処理浄化槽 51,679 52,535 50,385 50,630 49,334 47,575 45,834 43,164 41,759 40,289 43,425 45,631 47,709 45,360 46,402 39,030 40,291

未処理人口 50,275 47,223 45,625 42,649 40,940 39,169 38,167 36,236 34,994 33,537 29,546 25,555 21,564 17,573 13,582 8,084 6,467

計 314,162 313,683 312,856 312,771 312,106 312,115 311,672 311,763 311,431 311,527 310,842 310,253 309,664 309,075 307,115 307,895 306,924

汚水衛生処理率 84.0% 84.9% 85.4% 86.4% 86.9% 87.5% 87.8% 88.4% 88.8% 89.2% 90.5% 91.8% 93.0% 94.3% 95.6% 97.4% 97.9%

汚水衛生処理率の推移

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8
汚水衛生処理率 84.0% 84.9% 85.4% 86.4% 86.9% 87.5% 87.8% 88.4% 88.8% 89.2% 90.5% 91.8% 93.0% 94.3% 95.6% 97.4% 97.9%
公共下水道 64.8% 65.4% 66.6% 67.4% 68.3% 69.3% 70.1% 71.6% 72.5% 73.4% 73.6% 74.3% 75.6% 77.7% 78.6% 82.9% 83.0%
集落排水事業 1.8% 1.8% 1.8% 1.8% 1.8% 1.9% 1.9% 2.0% 1.9% 1.9% 2.0% 1.8% 1.8% 1.7% 1.7% 1.6% 1.5%
コミュニティプラント 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 0.9% 1.0% 0.9% 0.9% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2%
合併処理浄化槽 16.4% 16.7% 16.1% 16.2% 15.8% 15.2% 14.7% 13.8% 13.4% 12.9% 14.0% 14.7% 15.4% 14.7% 15.1% 12.7% 13.1%
未処理人口 16.0% 15.1% 14.6% 13.6% 13.1% 12.5% 12.2% 11.6% 11.2% 10.8% 9.5% 8.2% 7.0% 5.7% 4.4% 2.6% 2.1%
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添付資料

指標と人口等の要因に関する資料
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図1 人口及び排出量に関するトレンドグラフ

実績 予測

指標と人口等に関する過去の実績及び将来予測は、図1に示すとおりである。
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H27 H28 H29 H30 H31 R8

１事業所あたりの排出量 3,000 2,900.0 2,700.0 2,500.0 2,600.0 2,400.0

１人あたりの排出量 217.8 221.8 223.7 228.4 230.8 222.3

総資源化量 25,262 23,294 24,145 23,899 24,815 24,469

エネルギー回収量 0 57,938 59,435 57,260 59,718 58,500

最終処分量 13023 1308 1527 2677 1965 2305

H27 H28 H29 H30 H31 R8
１事業所あたりの排出量 3,000 2,900.0 2,700.0 2,500.0 2,600.0 2,400.0

１人あたりの排出量 217.8 221.8 223.7 228.4 230.8 222.3

総資源化量 25,262 23,294 24,145 23,899 24,815 24,469
エネルギー回収量 0 57,938 59,435 57,260 59,718 58,500
最終処分量 13023 1308 1527 2677 1965 2305
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計画地域内の施設の状況（現況、予定） 添付資料

楠衛生センター（現況）

南部埋立処分場（現況）

新総合ごみ処理施設（現況）
北部清掃工場（解体予定）
ストックヤード（予定）


